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小規模私立大学等の財務状況比較  

－人件費や学部構成等の観点から－ 

 

１ はじめに 

１）趣旨 

原則、学部学生数 2000 人以下の小規模私大を運営する学校法人を対象に、他の私大

や国公立大学とも比較しつつ、2012～2014年度の財務指標データによる財務状況分析を

行う。 

各財務指標がどのような成分を構成するかという観点から、多くの経済分析で用いら

れている主成分分析を行う。非営利機関としての高等教育機関の財務分析で主成分分析

を行った先例として黒木（2012）がある。2007～2009 年度における国公私立大学延べ

1551 個のサンプルにつき、経常利益率等の財務指標含む計 14 個の指標による主成分分

析を行い、各主成分につきどのような指標が中心となって構成されているか、財務健全

性、効率性等、如何なる性格の主成分か検討している。しかし、財務指標以外の多様な

指標、データとの関係を分析するまでには至っていない。 

本稿は黒木（2012）をも参考にしつつ、財務指標に限定して主成分分析を行い、各主

成分の中心となる財務指標及び性格（財務健全性等）を把握。その上で各法人の主成分

得点偏差値と、財務指標以外のデータ（傘下小規模大学収容定員充足率など）との関係

について分析する。黒木（2012）では、財務指標以外に設立年数を主成分分析対象とし

ているが、フロー（消費収支）とストック（貸借対照表）両面に亘るバランスを見るこ

とが目的なので、主成分分析対象を財務指標に限定した。 

 

２）昨年度発表との相違 

昨年度の本学会発表同様、財務指標主成分分析に基づく検討を行うが、以下の点が異

なる。 

ア）フローとストック両面の一体的分析のため、フローとストックのバランスに関する

指標である ROE（自己資本利益率）や自己資本回転率を主成分分析の対象に含める。 

イ）法人の規模にも着目し、総資産額（自然対数換算）も主成分分析対象とする。その

他、主成分分析対象の財務指標について整理を図る。 

ウ）各法人の主成分得点偏差値と財務指標以外のデータとの比較対照において、前回は

理系学部の有無で比較したが、今回は、比較的収容定員充足率が高い保健、教育、家

政系学部が当該法人の大学学部収容定員のうち、どれくらいのシェアを占めるか、と

いった学部類型別シェアでより詳細に比較する。 

  

 

３）分析対象の学校法人 

原則、2012 年度において学部・昼間課程在籍者数 2000 人未満の小規模大学を運営す

る学校法人（大学法人）。但し医歯学系の大学を有する法人（学校法人日本医科大学な

ど）、学部在籍者数 2000人以上の大学を系列校として有する法人（苫小牧駒澤大学を運
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営する学校法人駒澤大学など）を除く。2013～2014年度の新設大で在籍者数の要件を満

たすものを含む。（注１） 

財務指標データにつき、年度によって欠落のあるもの、明らかに外れ値とみられるも

のがある場合は除外。 

Ｎ（サンプル数）＝757 

 （2012年度：218法人、2013年度：269法人、2014年度：270法人） 

  財務指標データは大学部門を含む学校法人全体のものである。大学部門だけの財務状

況をネットで公開している法人が非常に少ないからである。 

注１：一つだけで無く複数の小規模大学を運営する法人も対象に含める。 

 

２ 小規模私大法人の概況 

１）収容定員充足率 

 各年の学部在籍者数を収容定員で割った収容定員充足率で比較する。（注２） 

 全私立大学の平均値と比較して、小規模私大の収容定員充足率はかなり低く、2014年度

には 90％程度である。2008年以降は横ばい状態だが、2002年度に比較すると約 10ポイン

ト低下しており、定員割れの大学が増えている。 

 小規模私大では、他の私立大に比べて学部による収容定員充足率の格差が大きい。（注３） 

 比較的、定員充足率が高いのが、医療、看護等の保健系、教育系（体育系の学部を含む）、

及び家政系の学部である。保健、教育、家政系の学部では、2008年度を境に上昇傾向に転

じており、2014年度には収容定員充足率 100％超となっている。 

一方、人文、社会系の学部では定員割れが悪化しつつあり、2014年度には 80％を割って

いる。 

 
注２ 医歯学系の学部を除く 

注３ 個々の学部について「今日の私学財政」にある分類一覧表を参考に、独自に分類。 

（図 1） 
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２）財務状況等の概要 

 医歯学系学部を有する大学及び大学院大学以外の国立大学法人、及び医歯学系学部を有

しない私立大学法人全体と、本稿の対象である小規模私大法人について比較する。（注４） 

 国立大学法人は、収入における国からの運営費交付金比率（運営費交付金÷経常収入）

が高く、フロー、ストック両面において私立大学とはかなり異なっている。（表１） 

 小規模私大法人は、私立大学法人全体に比べ、以下の特徴がある。 

ア）経常利益率が低い反面、補助金比率及び人件費比率が高い。 

イ）１法人あたりの総資産額は、私大法人平均の半分以下。 

ウ）ROE が低い。自己資本構成比率があまり変わらないことからすると、経常利益が少

ないことが原因。 

 エ）専任（常勤）教職員１人あたり金額のうち、特に経常収入、学生等納付金収入、運

用資産額において、私大法人平均との格差が大きい。 

 

（表１）大学種類別財務状況等比較（2014 年度） 

区 分 種 類 国立大学 全私立大学 小規模私大 

法人数、学生、

教職員数平均 

法人数 40 507 270 

１法人あたり学生生徒数（人） 4,182.3 4,922.2 2,110.9 

同専任（常勤）教員数（人） 357.6 218.6 127.2 

同専任（常勤）職員数（人） 165.0 123.3 55.1 

フロー 

（消費収支） 

 

経常利益率 0.5% 7.2% 2.4% 

学生生徒等納付金比率 25.9% 69.5% 68.0% 

運営費交付金比率 52.3%     

補助金比率 3.7% 12.2% 18.6% 

人件費比率 61.0% 50.9% 57.1% 

教育研究経費比率 33.6% 31.2% 28.8% 

管理経費比率 4.8% 9.0% 9.8% 

ストック 

（貸借対照表） 

自己資本構成比率 84.0% 87.5% 89.0% 

固定比率 113.6% 98.8% 94.5% 

内部留保資産比率 -10.6% 26.2% 25.4% 

負債比率 19.0% 14.3% 12.4% 

１法人あたり総資産額（百万円） 55,202 37,636 15,637 

フローとストック

のバランス 

ROE 0.1% 1.6% 0.5% 

自己資本回転率 19.9% 19.6% 18.0% 

専任（常勤）教

職員 1 人あたり

金額（千円） 

1 人あたり人件費（千円） 10,834.0 11,012.6 9,183.1 

同経常収入（千円） 17,773.9 21,629.1 16,090.5 

同学生等納付金収入（千円） 4,610.2 15,033.7 10,949.0 

同運営費交付金（千円） 9,300.4     

同総資産額（千円） 105,639.0 110,102.8 85,812.2 

同運用資産額（千円） 5,743.4 42,601.7 31,254.2 
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注４ 経常利益率等の比率は、法人全部の加重平均値。例えば、小規模私大経常利益率の場合、270法人

全体の経常利益総額÷経常収入総額で計算。 

注５ 各指標の計算式は表２参照  

 

３ 財務指標の主成分分析 

１）主成分分析対象の財務指標 

 757個のサンプルについて、以下の 13個の財務指標（以下「本件財務指標」という）に

よる主成分分析を行う。 

フロー：経常利益率（帰属収支差額比率）、学生生徒等納付金比率、補助金比率、 

人件費比率、教育研究経費比率、管理経費比率 

ストック：自己資本構成比率、固定比率、内部留保資産比率、負債比率、 

総資産額（自然対数換算） 

フローとストックのバランス：ROE（自己資本利益率）、自己資本回転率 

「ROE（自己資本利益率）＝経常利益率×自己資本回転率」の関係がある。 

 

（表２）本件財務指標の内容 

種 類 指  標 計  算  式 

フロー 

（消費収支） 

経常利益率（帰属収支差額比率） 経常利益÷経常収入 

学生生徒等納付金比率 学生等納付金÷経常収入 

補助金比率 補助金÷経常収入 

人件費比率 人件費÷経常収入 

教育研究経費比率 教育研究費÷経常収入 

管理経費比率 管理経費÷経常収入 

ストック 

（貸借対照表） 

 自己資本構成比率  自己資本÷総資金 

 固定比率  固定資産÷自己資本 

 内部留保資産比率  （運用資産－総負債）÷総資産 

 負債比率  総負債÷自己資本 

総資産額 Lｎ  自然対数値に換算 

フローとストックの 

バランス 

ROE（自己資本利益率） 経常利益÷自己資本 

自己資本回転率 経常収入÷自己資本 

（定義） 

 経常利益（帰属収支差額）＝経常収入（帰属収入）－消費支出 

 総資金＝総負債＋基本金＋消費収支差額 

 自己資本＝基本金＋消費収支差額 

 運用資産＝その他の固定資産＋流動資産 

総資産＝固定資産（有形固定資産＋その他の固定資産）＋流動資産 
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２）主成分分析の結果 

固有値１以上の主成分を比較する。第一～第四主成分までの累積寄与率は約 78％である。  

 主成分負荷量に基づき個々の小規模私大法人の主成分得点を計算し、偏差値化した。 

（表３） 

そして、各法人の主成分得点（偏差値）と、本件財務指標との相関を調べた。（表４） 

これと主成分負荷量（表３）に基づき、各主成分の性格について検討する。 

ア）第一主成分（寄与率 31.3％）では、ストック指標である自己資本構成比率、負債比

率、内部留保資産比率との相関が強い。第一主成分得点が高いほど負債減少、自己資

本及び内部留保資産増大の傾向があるので、財務健全性を示すと解釈できる。 

 イ）第二主成分（寄与率 24.5％）では、ＲＯＥや経常利益率との相関が強く、その他フ

ロー指標である人件費比率や教育研究経費比率との相関も比較的強い。第二主成分得

点が高いほど経常利益率が増大する一方、人件費等の経費負担減少の傾向があるので、

経営効率性を示すと解釈できる。 

 ウ）第三主成分（寄与率 13.6％）では、補助金比率との相関が比較的強い。第三主成分

得点が高いほど補助金比率が減少し自己収入である学納金比率が増加する傾向があ

るので、自己収入依存度を示すと解釈できる。 

 エ）第四主成分（寄与率 8.3％）では有効な相関を示す指標は見当たらず、よくわから

ない。 

 

（表３）主成分分析結果（各主成分負荷量、固有値 1.0 以上）  N＝757 

本件財務指標等 
第一主成分 

負荷量 

第二主成分 

負荷量 

第三主成分 

負荷量 

第四主成分 

負荷量 

経常利益率 0.026 0.532 －0.106 0.123 

学生生徒等納付金比率 －0.066 0.178 0.511 －0.497 

補助金比率 －0.040 －0.208 －0.607 0.191 

人件費比率 －0.091 －0.364 －0.269 －0.517 

教育研究経費比率 0.097 －0.338 0.325 0.187 

管理経費比率 －0.033 －0.240 0.373 0.373 

自己資本構成比率 0.474 －0.063 －0.046 －0.066 

固定比率 －0.391 －0.144 0.024 0.285 

内部留保資産比率 0.420 0.121 －0.083 －0.058 

負債比率 －0.462 0.065 0.070 0.103 

総資産額 Ln 0.250 0.012 0.034 0.344 

ROE 0.001 0.510 －0.051 0.164 

自己資本回転率 －0.381 0.183 －0.153 －0.123 

固有値 4.069 3.189 1.767 1.075 

累積寄与率 31.30% 55.83% 69.42% 77.70% 

注６ 太字は負荷量の絶対値 0.3以上 
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（表４）主成分得点と本件財務指標との相関係数 

各指標 第一主成分 第二主成分 第三主成分 第四主成分 

経常利益率 0.082 ** 0.947 *** -0.081 ** 0.103 *** 

学生生徒等納付金比率 -0.060  0.368 *** 0.660 *** -0.411 *** 

補助金比率 -0.100 *** -0.388 *** -0.774 *** 0.111 *** 

人件費比率 -0.172 *** -0.554 *** -0.374 *** -0.470 *** 

教育研究経費比率 0.237 *** -0.519 *** 0.362 *** 0.218 *** 

管理経費比率 -0.094 *** -0.369 *** 0.404 *** 0.317 *** 

自己資本構成比率 0.944 *** -0.115 *** 0.049  0.009  

固定比率 -0.751 *** -0.221 *** -0.073 ** 0.147 *** 

内部留保資産比率 0.821 *** 0.165 *** -0.021  -0.029  

負債比率 -0.938 *** 0.117 *** -0.043  0.010  

総資産額 Ln 0.492 *** 0.031  0.087 ** 0.242 *** 

ROE 0.033  0.903 *** -0.106 *** 0.123 *** 

自己資本回転率 -0.768 *** 0.326 *** -0.204 *** -0.128 *** 

注７ ***:p<0.01  **:p<0.05  *:p<0.1       色付は相関係数の絶対値 0.5以上 

N=721、各財務指標ごとに上位、下位 2.5％ずつ、計 36個を外れ値として除外 

  

４ 主成分得点偏差値による比較 

 以下、第一主成分（財務健全性）及び第二主成分（経営効率性）について、偏差値階級

別の状況を比較する。 

１）主成分得点偏差値階級別分布 

 

注８：サンプル数 757、大都市圏 404、地方 353 

大都市圏：埼玉、千葉、東京、神奈川、愛知、京都、大阪、兵庫、福岡 

地方：上記都府県以外３８道県 

（図２） 
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 法人本部の所在地を基準に大都市圏と地方とに区別する。第一、第二主成分共に、偏差

値 50以上 55未満の段階に属するものが最も多い。大都市圏と地方とで、分布状況にあま

り差が無い。  

 

２）本件財務指標のうち、経常利益率、ＲＯＥ、自己資本回転率との関係 

（第一主成分） 

経常利益率、ＲＯＥは概ね一定。自己資本回転率は右下がり。 

（第二主成分） 

経常利益率は右上がり。ＲＯＥ、自己資本回転率も緩やかに右上がりの傾向。第二主成

分偏差値が高いほど収益性が増大。 

 

（図３）主成分得点偏差値階級別各種指標平均値－１    縦軸の単位：％ 

 

 

３）その他本件財務指標で各主成分と相関が強い指標との関係 

（第一主成分） 

負債比率と固定比率が右下がり、偏差値が高くなるにつれて、相対的に負債負担が減少

すると共に、固定資産の比重が減少し流動資産の比重が増大する傾向。自己資本構成比率

と内部留保資産比率は右上がり。 

（第二主成分） 

自己収入である学生等納付金比率が右上がりであるのと対照的に、補助金比率は右下が

り。人件費比率や教育研究経費比率も右下がりで、偏差値が高くなるにつれて経費節約と

なる傾向。 
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（図４）主成分得点偏差値階級別各種指標平均値－２    縦軸の単位：％ 

 

 

４）専任教職員１人あたり資産総額、同運用資産額との関係 

資産総額、運用資産額共に、第一主成分の方と明確な比例関係にある。 

資産総額と運用資産額の差は有形固定資産額である。第一主成分偏差値が増大しても、

専任教職員１人あたりの有形固定資産額はほとんど変化せず、代わりに運用資産が増大す

る傾向。 

（図５）主成分得点階級別各種指標平均値－３     縦軸の単位：百万円 
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５）専任教職員１人あたり経常収入、同学納金収入、同総人件費との関係 

１人あたり経常収入、同学納金収入では、第二主成分の方が明確な比例関係にある。 

一方、１人あたり人件費はほぼ一定である。第二主成分偏差値が増大し経営効率性が高

まるにつれて、人件費節約効果が向上する傾向。 

 

（図６）主成分得点階級別各種指標平均値－４       縦軸の単位：百万円 

 

 

 

６）大学定員充足率、大学部門の比重、及び学部類型別定員構成との関係 

「法人傘下の小規模大学における収容定員充足率」、大学部門の比重について「法人内大

学部門シェア」（傘下小規模大学の学部学生数÷短大等含む傘下学校全体の学生生徒数）、

学部類型別定員構成について、「保健・教育・家政系シェア」（小規模大学の収容定員中、

当該学部の定員の構成率）、及び「人文・社会系シェア」（同左）の４つの指標と対照する。 

（図７） 

 

第一主成分では、これら指標は概ね一定しており、特段の比例関係は見られない。 

第二主成分では、傘下大学収容定員充足率が右上がりである一方、法人内大学部門シェ

アは偏差値 45～50未満の階級で最低となるＶ字型を示している。収容定員充足率が高い学

部である、保健・教育・家政系シェアも概ね右上がりである。 

小規模大学法人では、大学だけの法人がある一方、短大や中学・高校等大学以外の方が

主体というのも少なくなく、大学部門の比重は多様である。 

しかし、法人内大学部門シェアよりも、大学部門の収容定員充足率の方が経営効率性と

の関係が深い。他の学校部門に比べ大学部門が利潤を上げやすい反面、収容定員割れによ

る損失のリスクも高いからと思われる。 
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（図７）主成分得点階級別各種指標平均値－５   縦軸の単位：％ 

 

 

 このように、傘下大学の定員充足率の向上が経営効率性向上の鍵を握っている。 

 一方、財務健全性が高ければ、傘下大学定員充足率及び経常利益率が多少低くても、多

額の運用資産ないし内部留保で経営を維持できるということになる。新設大学の法人のよ

うに、最近、多額の投資を行ったところでは、負債の負担や内部留保の不足によって財務

健全性が悪化している可能性がある。 

 

５ 主成分得点偏差値に関する重回帰分析 

１）使用する変数 

 目的変数（従属変数）：第一、第二各主成分得点偏差値の２種類 

 説明変数（独立変数）：専任教職員１人あたり金額（経常収入、学生等納付金収入、 

総人件費、資産総額、運用資産額）、傘下大学収容定員充足率、法人内大学部門シェア、 

保健・教育・家政系シェア、人文・社会系シェアの９変数 

 注９：各変数の定義は、「３ 財務指標の主成分分析」参照 

 

  ここに掲げるもの以外の変数を説明変数に加えることも考えられるが、各説明変数ご

とに上下位 2.5％ずつを外れ値として除外しており、説明変数が増えると重回帰分析の

サンプル数が減少するので、この９個に限定した。 

  なお、説明変数と目的変数との相関関係を示す。（表５） 
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（表５）説明変数と目的変数との相関関係 

説明変数 目的変数との相関係数 

種 類 サンプル数 第一主成分 第二主成分 

専任教職員 1 人あたり 

経常収入（百万円）（X１） 
721  0.185  *** 0.450  *** 

同・学納金収入 

（百万円）（X２） 
721  0.094  *** 0.476  *** 

同・総人件費 

（百万円）（X３） 
721  0.180  *** 0.091  ** 

同・資産総額 

（百万円）（X４） 
721  0.561  *** -0.068  * 

同・運用資産額 

（百万円）（X５） 
721  0.665  *** 0.111  *** 

傘下大学収容定員 

充足率（Ｘ６）（％） 
721  -0.013    0.485  *** 

法人内大学部門シェア 

（Ｘ７）（％） 
757  0.036    0.129  *** 

保健・教育・家政系シェア

（Ｘ８）（％） 
757  -0.098  *** 0.297  *** 

人文・社会系シェア 

（Ｘ９）（％） 
757  0.035    -0.209  *** 

注 10) ***:p<0.01  **:p<0.05  *:p<0.1 空欄は p>0.1（有意でない） 

色付は相関係数の絶対値 0.4以上 

N=721、Ｘ１～６の各変数は上位、下位 2.5％ずつ、計 36個を外れ値として除外。 

Ｘ７～９は外れ値除外なし。 

 

２）専任教職員１人あたり金額を説明変数とする重回帰式 

 第一主成分（Ｙ１）では、１人あたり総人件費（Ｘ３）、同資産総額（Ｘ４）、同運用資

産額（Ｘ５）の各説明変数が１％水準有意である。（式Ａ） 

重回帰式Ａ 

Ｙ１ ＝ 45.776 － 0.610＊＊＊ Ｘ３ ＋ 0.044＊＊＊ Ｘ４ ＋ 0.218＊＊＊ Ｘ５ 

                              ＊＊＊：p<0.01 

 N＝668  自由度調整済み決定係数＝0.444  p値＝0.000   

Ｙ１：第一主成分（財務健全性）得点偏差値   

Ｘ３：専任教職員１人あたり総人件費（百万円） 

Ｘ４：同資産総額（百万円）   Ｘ５：同運用資産額（百万円） 

 

 第二主成分（Ｙ２）では、１人あたり経常収入（Ｘ１）、同学生等納付金収入（Ｘ２）、

同総人件費（Ｘ３）の各説明変数が１％水準有意である。（式Ｂ） 
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重回帰式Ｂ 

Ｙ２ ＝ 45.418 － 2.998＊＊＊Ｘ１ ＋ 1.280＊＊＊Ｘ２ ＋ 1.070＊＊＊Ｘ３ 

                              ＊＊＊：p<0.01 

 N＝675  自由度調整済み決定係数＝0.396  p値＝0.000   

Ｙ２：第二主成分（経営効率性）得点偏差値   

Ｘ１：専任教職員１人あたり経常収入（百万円） 

Ｘ２：同学納金収入（百万円）   Ｘ３：同総人件費（百万円） 

 

重回帰式Ａ、Ｂ共に自由度調整済み決定係数は 0.4前後であり、有効範囲内である。 

 

（図８）専任教職員１人あたり金額を説明変数とする重回帰式 パス図 

数字は偏回帰係数、斜字は第一主成分の係数 

 

 

 

３）標準化による比較 

 例えば、Ａ）式 Ｙ１＝ 45.776－ 0.610Ｘ３＋ 0.044Ｘ４ ＋ 0.218Ｘ５ で、説明変

数Ｘ３（専任教職員 1人当たり総人件費）が 0.5百万円（＝50万円）増加し、他の説明変

数Ｘ４、Ｘ５が不変である場合 

 目的変数Ｙ１（第一主成分得点偏差値）は、－ 0.610＊0.5＝－ 0.305 だけ変化する。 

 

 しかし同じ 0.5百万円の変化量でも、Ｘ３とＸ４、Ｘ５とでは平均値及び標準偏差 

（ＳＤ）がそれぞれ異なるから、単純に比較することはできない。そこで、標準化の手法

により比較する。 

 

注）全ての説明変数について、p<0.01    重回帰決定係数は、自由度調整済み決定係数   
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 Ｘ３の平均値、標準偏差（ＳＤ）を計算。ＳＤ１単位は偏差値 10単位に相当する。 

 Ｘ３の平均値は 9.09百万円、 

ＳＤ0.1単位（＝偏差値１単位）分のＸ３の変化量は 0.17百万円。 

 

 Ｘ３が、偏差値 1単位分、0.17百万円（＝17万円）増加した場合、 

 目的変数Ｙ１は、－ 0.610＊0.17＝－ 0.10 だけ変化 

 － 0.610 ⇒ Ｘ３の編回帰係数（弾力性） 

 ＋ 0.17  ⇒  Ｘ３の偏差値 1単位分変化量 

 － 0.10  ⇒  目的変数Ｙ１の偏差値変化量（影響度） 

 

 このように、各説明変数偏差値 1単位分の変化量から、目的変数偏差値に対するそれぞ

れの影響度を比較する。（表６）  

 

 重回帰式Ａの場合、１人あたり運用資産額（Ｘ５）の主成分得点偏差値変化量（影響度）

の絶対値が最も大きく正の値である。一方、同総人件費（Ｘ３）の影響度の絶対値は最も

小さいものの負の値である。 

 第一主成分偏差値（財務健全性）の向上において、１人当たり運用資産額の増大が最も

有効であり、同総人件費の増大は些か阻害要因となっている。 

 

 重回帰式Ｂの場合、影響度が正の値のもので、１人あたり学納金収入（Ｘ２）に比べ、

補助金分等も加えた１人あたり経常収入（Ｘ１）の方が影響度絶対値が大きい。１人あた

り総人件費（Ｘ３）の影響度は負の値だが絶対値は最も大きい。 

 第二主成分偏差値（経営効率性）の向上において、１人当たり経常収入の増大が最も有

効な反面、同人件費の増大は相当な阻害要因である。 

 

 

 

（表６）説明変数を偏差値１単位分変化させた場合の主成分得点偏差値（目的変数）の変化量 

（重回帰式Ａの場合） 

説明変数（Ｎ＝668） 
説明変数平均値 

（百万円） 

説明変数偏差値 

１単位分変化量 

（ΔＸ）（百万円） 

偏回帰係数（α） 

（弾力性） 

第一主成分得点 

偏差値変化量 

（α＊ΔＸ） 

専任教職員 1 人あたり資産総額 

（百万円）（X４） 
84.57 3.97 0.044 ＋0.17 

同運用資産額（百万円）（X５） 29.42 2.20 0.218 ＋0.48 

同総人件費（百万円）（X３） 9.09 0.17 －0.610 －0.10 
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（重回帰式Ｂの場合） 

説明変数（Ｎ＝675） 
説明変数平均値 

（百万円） 

説明変数偏差値 

１単位分変化量 

（ΔＸ）（百万円） 

偏回帰係数（α） 

（弾力性） 

第二主成分得点 

偏差値変化量 

（α＊ΔＸ） 

専任教職員 1 人あたり経常収入 

（百万円）（X１） 
15.64 0.36 1.280 ＋0.46 

同・学納金収入（百万円）（X２） 10.93 0.33 1.070 ＋0.35 

同・総人件費（百万円）（X３） 9.04 0.17 －2.998 －0.51 

 

４）その他の説明変数による重回帰式 

第一主成分（Ｙ１）では、Ｘ６～Ｘ９の各説明変数による有意な重回帰式を検出するこ

とはできなかった。 

第二主成分（Ｙ２）では、傘下大学収容定員充足率（Ｘ６）、保健・教育・家政系シェア

（Ｘ８）各説明変数が１％水準有意である。（式Ｃ） 

重回帰式Ｃの自由度調整済み決定係数は 0.244であまり高くないが、有効範囲内である。 

 

重回帰式Ｃ 

Ｙ２ ＝ 27.804 ＋ 0.237＊＊＊Ｘ６ ＋ 0.028＊＊＊Ｘ８   ＊＊＊：p<0.01 

 N＝721  自由度調整済み決定係数＝0.244  p値＝0.000   

Ｙ２：第二主成分（経営効率性）得点偏差値  

Ｘ６：傘下大学収容定員充足率（％）  Ｘ８：保健・教育・家政系シェア（％）    

 

（図９）その他の説明変数による重回帰式 パス図     数字は偏回帰係数 

 

 

 

 重回帰式Ｃについても標準化して比較する。（表７参照） 

 傘下大学収容定員充足率（Ｘ６）、保健・教育・家政系シェア（Ｘ８）共に主成分得点偏

差値変化量（影響度）は正の値であり、Ｘ６の方が絶対値が大きい。 

 第二主成分偏差値（経営効率性）の向上において、大学収容定員充足率の増大が有効で

ある。学部新設、改組、定員増により、定員充足率の高い学部である保健・教育・家政系

学部の定員のシェアを増大させることも有効である。 

 

 

 

注）全ての説明変数について、p<0.01    重回帰決定係数は、自由度調整済み決定係数   
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（表７）説明変数を偏差値１単位分変化させた場合の主成分得点偏差値（目的変数）の変化量 

（重回帰式Ｃの場合） 

説明変数（Ｎ＝721） 
説明変数平均値

（％） 

説明変数偏差値 

１単位分変化量 

（ΔＸ）（％） 

偏回帰係数（α） 

（弾力性） 

第二主成分得点 

偏差値変化量 

（α＊ΔＸ） 

傘下大学収容定員充足率 

（Ｘ６）（％） 
89.72 1.85 0.237 ＋0.44 

保健・教育・家政系シェア 

（Ｘ８）（％） 
37.60 4.18 0.028 ＋0.12 

 

 

６ まとめ 

１）小規模私大法人は、経常利益率、ＲＯＥ、平均資産規模において、私立大学法人全体

の平均を下回るといった特徴がある。 

 

２）負債減少、自己資本及び内部留保の増大により財務健全性（第一主成分）を、経常利

益率の増大や人件費等の経費負担削減により経営効率性（第二主成分）を改善すること

ができる。 

  

３）法人内大学部門の定員充足率及び運営収支は、法人全体の経営、特に経営効率性改善  

に大きく影響する。 

 比較的、定員充足率の高い学部である保健・教育・家政系学部の収容定員に占める比

率（シェア）を増大させることが、経営効率性改善に寄与する。 

  

４）専任教職員１人あたり人件費節約は、経営効率性改善に大きく寄与するが、財務健全

性にも若干ながら貢献する。 

  

５）専任教職員１人あたり資産規模が大きい法人ほど、財務健全性が向上する。 

 総資産から有形固定資産を除いた運用資産の規模増大が大きく貢献している。 

 

学校法人会計基準が改正され 2015年度分から適用されるが、教育活動に限定した収支バ

ランスなど、より大学法人の現状に適合した経営財務分析ができると期待している。 

 

以 上 
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・当該小規模大学運営学校法人ホームページ（財務関係情報） 

・各国立大学法人ホームページ（財務関係情報） 

・有澤尚志、「小規模私立大学における学部類型別定員充足状況とその背景」 
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